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第 1 章 計画策定の背景と目的 

 1 計画策定の趣旨  

 和光市社会福祉協議会（以下「本会」）は、昭和 55 年に社会福祉法人として設立さ

れ、令和 7 年度に法人化 45 周年という節目を迎えました。長年にわたり市民や関係者

とともに地域福祉を推進してきた歩みは、本会が地域の支え合いの基盤として機能して

きた証です。 

一方で、地域社会を取り巻く環境は、少子高齢化の進行、人口構造の変化、地域コミ

ュニティ機能の希薄化、複雑・多様化する生活課題など、大きく変化しています。従来

の仕組みだけでは対応困難な福祉課題が増える中、本会はこれまで以上に、柔軟で持続

可能な組織運営と専門性の発揮が求められています。 

こうした背景のもと、本会は従来の「発展強化計画」に代わるものとして、初めてと

なる中期経営計画を策定します。本計画は、確定した理念体系（Mission・Vision・

Value）を起点とし、法人化 50 周年に向けた中長期的な組織戦略を描くものです。職員

一人ひとりが同じ方向を見て行動できるよう、経営の柱と実践の方向性を明確に示すこ

とを目的としています。 

 

 2 和光市地域福祉計画・地域福祉活動計画との整合性  

 本計画は、市と本会が一体的に策定している「第 5 次 和光市地域福祉計画・地域福

祉活動計画」（6 年間）と期間を揃え、密接に連動するものです。 

同計画の基本理念である「つながりを育み、誰もが安心して住み続けられるまちづく

り」は、本会が掲げる Mission・Vision の内容と合致しており、本計画はその理念を組

織経営・事業運営の側面から力強く支える役割を担います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 次和光市地域福祉計画・地域福祉活動計画 
（市と一体的に策定） 

基本理念：つながりを育み、誰もが安心して住み続けられるまちづくり 
反映 

年度事業計画 
（各部署） 

双方が連動し、地域福祉を推進する 

中期経営計画 
Mission・Vision・Value を基盤とした組織経営方針 

反映 



 

 

 3 現場起点の計画であること  

 本計画の策定にあたり、本会では職員アンケートを実施し、「現状の課題」「将来のあ

るべき姿」「具体的な取り組み」について幅広く意見を収集しました。 

職員が日々の業務の中で感じている課題や地域の変化は、計画の方向性を定める上で

欠かせない重要な視点です。 

本計画は、理念体系（MVV）という大方針と、現場職員の経験と実感という双方に

基づき、“理念に導かれ、現場から立ち上がる計画”として位置づけられています。 

 

 4 計画期間  

 本計画は、和光市と一体的に策定した第 5 次地域福祉計画・地域福祉活動計画と連動

した中期計画として、令和 8 年度から令和 13 年度までの 6 年間を対象とします。この

期間は、本会が法人化 50 周年を迎える節目を含んでおり、次の 10 年に向けた組織づ

くりの重要な基盤となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

            

発展強化計画 
中期経営計画 

（組織運営・経営の側面から理念を支える） 
策定 

第４次地域福祉計画・地域福祉活動計画 
第５次地域福祉計画・地域福祉活動計画 

（地域全体の理念・方向性） 

法人化 

45 周年 

法人化 

50 周年 



 

 

 5 法人の概要  

 本会は、昭和 26 年に大和町社会福祉協議会として発足し、昭和 55 年に社会福祉法

人の認可を受け、地域福祉の推進を担う民間福祉団体として活動してきました。令和 7

年度には法人化 45 周年を迎え、これまで地域住民・関係団体・行政とともに、誰もが

安心して暮らせる地域づくりに取り組んできました。 

 本会は、和光市南一丁目 23 番 1 号に事務局を置き、ボランティアセンターの運営や

福祉共育  、児童・高齢・障がいの各福祉事業、生活困窮、権利擁護といった各種相談

事業等を、行政をはじめ関係機関・団体等との連携を図りつつ、市民の皆様の参加と協

力による事業を展開し、地域福祉の推進に努めております。これらの事業は、市の委託

事業、指定管理事業、自主事業等で構成されており、地域に根ざした総合的な福祉サー

ビス提供体制を築いています。 

＊ 福祉共育とは…地域共生社会の実現を目指し、こどもから大人まで多様性を認め合う心を共に育む取り組み。 

■ 職員数・構成（正規職員数など） 

 令和７年 4 月 1 日現在、本会の職員数は正職員 92 人、その他職員 172 人、計 264 人

と、多様な専門職が配置され、各分野で役割を発揮しています。法人運営は、会長をは

じめとした理事会・評議員会を中心としたガバナンス体制のもと、公正性と透明性を確

保しながら行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基準日：4 月 1 日） 

* 

年度 人数 新規施設・事業 

平成 26 年度 183 名 くらし・仕事相談センター 

平成 27 年度 185 名 地域生活支援センター、地域福祉コーディネーター配置 

平成 28 年度 184 名 権利擁護センター 

平成 29 年度 189 名  

平成 30 年度 187 名  

令和元年度 193 名  

令和 2 年度 202 名 相談事業所職員増、北原小学校わこうっこクラブ（一体型施設） 

令和 3 年度 232 名 わこうっこクラブ 

令和 4 年度 237 名 ひきこもり相談センター 

令和 5 年度 244 名  

令和 6 年度 265 名  

令和 7 年度 264 名 こどもゆめづくり課 

令和 8 年度 
312 名 

(見込み) 
南エリア（児童館・学童クラブ・わこうっこクラブ） 

 



 

 

■ 組織体制（組織図） 

 また、本会は長い歴史の中で、児童館、学童クラブ、高齢者福祉センター、障害者施

設、相談支援事業所など、多くの施設運営を行政との協働のもと担ってきました。特に

昭和 56 年以降の保育クラブ（現：学童クラブ）・老人福祉センター（現：高齢者福祉セ

ンター）の管理から、令和 3 年度のわこうっこクラブの指定管理受託に至るまで、その

実績は多岐にわたり、地域福祉の実働機関としての役割を広げてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和 8 年 4 月 1 日】 

事務局 

総務課 

地域福祉課 

高齢者施設課 

相談支援課 

・法人運営係・人事財務係 

・地域福祉係 
・ボランティアセンター 
・権利擁護センター 

・高齢者福祉センター ゆうゆう 

わくわくしよう課 

・生活介護施設 さつき苑 
・就労継続支援 B 型施設 すまいる工房 
・生活介護施設 ゆめちか 

・南地域生活支援センター 
・すたんど・あっぷ和光 

こどもゆめづくり課 

・こどもゆめ係 
・児童館 
  ┣新倉・下新倉 
  ┗南 
・学童クラブ 
  ┣中央・広沢・本町 
  ┣白子・白子第二・新倉・北原・さざんか・下新倉 
  ┗諏訪・南・さつきのこ・南地域センター 
・わこうっこクラブ 
  ┣第三小・広沢小・本町小 
  ┣白子小・新倉小・北原小・下新倉小 
  ┗第四小・第五小 

理事 12 名 

会長 

1 名 

副会長 

2 名 

常務理事 

1 名 

監事 

2 名 

評議員 

25 名 



 

 

■ 財務状況 

 本会の財務状況は、直近５年間の決算において、概ね安定した収支を維持しており、

市からの補助金・委託金等の公的財源を基盤とし、総収入は約 10 億円近くに達するな

ど、多様な事業を確実に遂行できる経営基盤を有しています。 

一方、人件費を中心とする経常的経費の比率が高く、外部環境の影響を受けやすい収

支構造となっていることから、今後は現行事業の着実な実施に加え、自主財源の確保を

含めた収入構造の多様化が中長期的な課題となっています。 

 

 本会は、地域に根ざした 45 年の信頼と実績を基盤に、法人化 50 周年という大きな

節目を見据え、持続可能な地域福祉の未来を切り拓く新たなステージへと歩みを進めま

す。 

【収支状況の年度比較】（法人単位資金収支計算書） 単位：千円（切捨て） 

  R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

事業活動収入 928,321 891,078 920,421 960,156 974,924 

事業活動支出 902,764 858,952 877,245 938,839 970,079 

施設整備等収入 0 0 0 0 1,412 

施設整備等支出 0 0 0 1,113 4,772 

その他の活動収入 450 1,663 14 13 90 

その他の活動支出  13 5 5 5 16 

当期資金収支差額 25,994 33,784 43,185 20,212 1,559 

当期末支払資金残高 96,502 130,286 173,471 193,684 195,243 

 

【資産状況の年度比較】（法人単位貸借対照表） 単位：千円（切捨て） 

  R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

資産合計 665,178 655,949 703,657 769,798 763,108 

  

  

流動資産 186,018 190,953 237,058 272,527 246,000 

固定資産 479,160 464,996 466,599 497,271 517,108 

負債合計 433,377 432,177 439,339 486,569 482,748 

  

  

流動負債 89,516 97,723 102,309 118,635 98,480 

固定負債 343,861 334,454 337,030 367,934 384,268 

純資産合計 231,800 223,771 264,318 283,227 280,359 

  

  

  

 基本金・基金・積立金 133,295 131,337 131,028 130,718 130,344 

 次期繰越活動増減差額 98,505 92,434 133,290 152,509 150,015 

（うち当期活動増減差額） 24,664 -7,728 40,847 19,210 -2,567 



 

 

第 2 章 和光市社会福祉協議会の理念体系 

本章では、本会が地域福祉の推進や組織運営を行ううえでの基本的な考え方として、

理念体系（Mission・Vision・Value）を示します。 

本理念体系は、市と一体的に策定している地域福祉計画・地域福祉活動計画の理念を

踏まえつつ、職員の意見や議論を通じて整理されたものであり、計画期間を通じて、

日々の業務や意思決定、施策の検討における共通の考え方として位置づけるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Mission【使命】 

地域や住民のために 

和光市社会福祉協議会が 

果たすべき使命 

Vision【あるべき姿】 

Mission を実現するために 

和光市社会福祉協議会が 

目指すあるべき姿 

Value【価値観・行動指針】 

Vision を実現するために 

和光市社会福祉協議会が 

大切にしたい価値観・行動指針 

M 

V 
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ともに生きる豊かな地域社会をつなぐ 

私たちは、多様な人々や世代を地域につなぎ、共に支え合う地域福祉

を進め、誰もが安心して暮らせる豊かな地域社会の実現を目指します。 

 

Mission 
【使命】 

1.住民に寄り添い、地域を「ともに」創る社協 

住民の声に共感し、相互に理解を深め、構築された信頼関係によ

り、一人ひとりが暮らしやすい地域を住民とともに実現します。 

2.未来を切り拓き、福祉の「専門性」で地域を支える社協 

職員が自己研鑽に努め、それぞれの技量を相互に理解し、協力し合

うことにより、複雑・多様化する社会情勢にある地域のニーズに対応

します。 

3.職員が「誇り」を持ち、自律的に持続可能な地域福祉を担う社協 

福祉の仕事の価値や組織・住民との信頼関係、専門性に対する職員

の自覚により、住民主体の下で将来に亘り実行される地域福祉におい

ての役割を果たします。 

Vision 

【あるべき姿】 

WITH ～今日よりすてきな明日のために～ 

 ひとりでできることは限られています。でも、ひとりひとりが力を

合わせれば、明日は今日よりすてきな日になるに違いありません。社

協職員は、住民のみなさんと手を取り合い、職員同士が協力し合い、

大きな力となっていくことを目指します。 

◆心で聴く 

相手の言葉に真摯に耳を傾け、声にならない感情や背景も聴き取ろ

うとすること。 

◆心で感じ考える 

自分事として受け止め、相手の立場で考えること。 

◆心をこめて動く 

目の前の人や地域に対し敬意を持ち、最善に向けて行動すること。 

 

Value 

【価値観】 



 

 

第 3 章 施策の展開と実行計画  

本章では、第 2 章で掲げた理念体系（Mission・Vision・Value）を具体的な形にする

ため、令和 13 年度までの 6 年間で取り組むべき施策の方向性を示します。 本計画の施

策は、単なる業務の積み上げではなく、職員アンケートに示された「現場の課題」を深

く掘り下げ、組織が次の一歩を踏み出すための重点項目を厳選しました。 現場の実感と

経営の視点を融合させた、本会独自の実行計画となっています。  

 

 1 施策の体系図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 念 体 系 

Mission： ともに生きる豊かな地域社会をつなぐ 

Vision： 1. 住民に寄り添い、地域を「ともに」創る社協 

2. 未来を切り拓き、福祉の「専門性」で地域を支える社協 

3. 職員が「誇り」を持ち、自律的に持続可能な地域福祉を担う社協 

V a l u e： WITH ～今日よりすてきな明日のために～ 

◆心で聴く ◆心で感じ考える ◆心をこめて動く 

 

中期経営計画 ３つの柱 

第１の柱 

法人の認知度向上 

第２の柱 

人材育成と職場環境づくり 

第 3 の柱 

経営基盤の強化 

○情報発信の展開 

○相談対応の強化 

○人材育成の体系化 

○働きやすい環境の整備 

○組織運営の強化 

○業務改善の推進 

 



 

 

 ２．重点施策の具体的な展開   
第１の柱：法人の認知度向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報発信の展開 ～地域に届く・響く広報の展開～ 

現状と課題 

現場での多様な活動が地域に十分に届いておらず、認知

不足からくるもどかしさを感じています。単なる情報の

羅列ではなく、活動の背景にある職員の想いを可視化

し、住民との接点を増やすことで、社協をより身近な存

在として再定義する必要があります。 

６年後の到達点 

デジタルとアナログを掛け合わせた発信により、活動内

容が市民の日常に浸透しています。全職員が自らの仕事

の価値を、自信を持って語ることで、地域における社協

の存在感を向上しています。 

具体的な取り組み 

（例） 

◆ホームページ・SNS・広報誌の改善 

◆職員のアウトリーチ 

◆地域イベントでの法人 PR 強化 

 

相談対応の強化 ～全職員で行うニーズ把握～ 

現状と課題 

住民にとって「どこに相談すればいいか」という不安が

あると考えます。部署の壁を低くし、どこでもどのよう

な相談でも受け止める体制整備が必要です。 

６年後の到達点 

「困ったらまず社協へ」という認識が地域に定着してい

ます。部署の垣根を超えた連携により、どの窓口でもス

ムーズな相談受付（インテーク）が可能な体制が確立さ

れています。 

具体的な取り組み 

（例） 

◆他部署を知る交換研修の実施 

◆全部署共通インテークシートの導入 

◆施設長・係長会議の連携強化 

◆部署や配属を超えた情報交換 

 



 

 

第２の柱：人材育成と職場環境づくり 

 

 

人材育成の体系化 ～成長を支える仕組みづくり～ 

現状と課題 

日々の業務負担が大きく、中長期的なキャリアパスを描

きにくい現状があります。専門職として成長し続け、そ

の技術や知見を次世代へ確実に繋いでいくための、組織

的な育成スキームが必要です。また成果が正当に処遇へ

反映される仕組みを整える必要があります。 

６年後の到達点 

職員一人ひとりがプロとしての誇りを持ち、自身の成長

を実感しています。個人の強みと専門性に基づいた適正

な配置と育成が行われ、次世代のリーダーが育つ環境が

整っています。また、公正な評価制度が運用され、持続

可能な組織へと進化しています。 

具体的な取り組み 

（例） 

◆人事課（仮称）の設置検討 

◆階層別研修の整備 

◆実習生・インターンの受入強化 

◆人事考課と処遇の連動システムの構築 

働きやすい環境の整備 ～活力を生む職場づくり～ 

現状と課題 

ライフステージの変化に伴い、働き方に苦慮する場合も

あり、環境調整が十分とは言えません。柔軟な働き方を

取り入れ、職員の心にゆとりを生むことが、住民に対す

る質の高いサービス提供の基盤となります。 

６年後の到達点 

多様な働き方が当たり前に選択でき、職員の活気が組織

全体の活力に直結しています。心理的安全性が高く、互

いに支え合える職場環境が実現しています。 

具体的な取り組み 

（例） 

◆多様な働き方の検証 

◆メンター制度（相談機能）の構築 

◆健診制度の充実 



 

 

第３の柱：経営基盤の強化 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織運営の強化 ～適正な運営と安定した経営基盤の構築～ 

現状と課題 

行政委託に依存するだけでなく、市民や企業からの共感

を自主財源に変えていく工夫が求められています。 

また、それぞれの階層で行われている会議等を見直すこ

とで現状把握や課題整理を行う必要があります。 

６年後の到達点 

寄付文化が定着し、自主財源による柔軟な事業展開が可

能になっています。各種会議において、より意見交換が

活発にされ、組織全体がより活性化する。 

具体的な取り組み 

（例） 

◆寄付等の受入の多様化 

◆各種会議や委員会の発展充実 

◆会費の理解促進 

◆企業・大学等との連携強化 

◆近隣社協及び他法人との定例交流会の開催 

業務改善の推進 ～持続可能な組織のため業務の効率化～ 

現状と課題 

アナログな事務作業が職員の時間を圧迫しています。ICT

を積極的に導入して事務負担を軽減し、「住民や利用者と

向き合う時間」を増やしていく必要があります。 

６年後の到達点 

DX の浸透により業務がスリム化され、データに基づいた

迅速な地域課題の解決が可能になっています。事務の効

率化が、そのまま現場の支援力向上に寄与しています。 

具体的な取り組み 

（例） 

◆事務フォームのクラウド化 

◆ICT の導入 

◆各事業のモニタリング（継続・見直しの判断）の実施 

 



 

 

第４章 計画の推進と評価 

本計画の推進にあたっては、計画に基づく取り組みを着実に進めるとともに、その過

程を振り返り、必要に応じて改善を図りながら、計画を継続的に活用していくことが重

要です。 

本計画は、策定をもって完了するものではなく、本会が地域福祉の推進に向けて日々

の実践を積み重ねていくための指針として位置づけるものです。そのため、計画の推進

にあたっては、各施策の進捗状況を確認するだけでなく、取り組みを通じて生じた変化

や気づきを共有し、次の実践につなげていくことを重視します。 

以下では、こうした考え方を踏まえ、本計画を組織全体で着実に推進していくための

体制や役割分担について整理します。  

 

 1 推進体制と役割分担  

計画の実行と評価は、役員および全職員が主体的に関与する体制で行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、各部署による実践と気づきの共有を基盤とし、策定・評価委員会が全体

を整理・調整することで、計画を組織全体で推進していきます。  

 

 

 

 

組織・機関 主 な 役 割 

理 事 会 

評議員会 

計画全体の進捗状況を把握し、地域ニーズに応じた組織運営の

最適化を支援します。 

策定・評価委員会 
計画の推進および進捗管理の中心として、各部署から好事例を

積極的に収集・整理し、組織全体の活力へと繋げます。 

作業部会 

各 部 署 

計画を具体的な実践へと落とし込み、日々の活動を通じて得た

気づきや成果を共有することで計画の質を高めます。 

全 職 員 

計画の趣旨や MVV（理念体系）を理解し、自らの業務が理念

の実現にどう寄与しているかを意識しながら主体的に行動しま

す。 

 



 

 

 2 進捗管理と振り返り（PDCA） 

計画の進捗管理にあたっては、数値目標の達成状況のみを重視するのではなく、取り

組みの過程やそこで生じた変化、課題を丁寧に振り返ることを重視します。 

こうした考え方のもと、計画期間を通じて「計画（Plan）→実行（Do）→評価

（Check）→改善（Action）」のマネジメントサイクル（PDCA）を意識しながら、計画

を運用していきます。 

各年度においては、年度事業計画に本計画の内容を反映させ、事業終了後に振り返り

を行い、改善方針を検討したうえで次年度の取り組みに活かします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PDCA サイクル 

Action 
【改善】 

Plan 
【計画】 

Check 
【評価】 

Do 
【実行】 

Plan 
【計画】 

目標を設定し、現状分析と課題を特定したうえで、具体的な実

行計画を検証・策定します。 

Do 
【実行】 

計画に基づいて実行し、実行内容のデータ収集・記録を行うと

ともに、定期的な進捗確認を行います。 

Check 
【評価】 

取り組みの「プロセス」や「変化」を分析し、課題を丁寧に振

り返ります。 

Action 
【改善】 

評価結果を反映し、改善方針を検討したうえで次の取り組みに

反映します。 

 



 

 

 ３ 評価の仕組み（変化をみる評価） 

本計画の評価においては、数値による達成度だけでなく、取り組みを通じて生じた

「プロセス」や「変化」を重視します。 

例えば、職員の意識や行動の変化、市民や関係機関との関係性の深まり、地域におけ

る社協の役割理解の広がりなど、定性的な視点を含めて総合的に評価を行います。 

評価はまず、策定・評価委員会において、作業部会や各部署から施策の検討や取り組

み状況、展開についての報告を受け、それを丁寧に受け止め、変化の度合いを可能な限

り可視化します。 

その後、組織全体で共有し、理事会・評議員会で毎年度報告することにより実施する

ものとします。この事により、職員間での意見交換の機会も促進、創出されることに加

え、必要に応じ外部の意見を参考にし、次の改善につなげるための材料として活用しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継

続

的

な

改

善 

取り組みの実施 

プロセス・変化の把握 

●職員の意識・行動の変化 

●市民・関係機関との関係性の深まり 

●地域における社協の役割理解の広がり 

改善・次年度計画への反映 

●評価結果を改善材料として次へ活用 

●必要に応じて外部意見を参考 

 

策定・評価委員会での整理・可視化 

●作業部会・各部署からの報告を受け止める 

組織全体で共有 

理事会・評議員会で報告 



 

 

       

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

 

 ４ 計画の浸透と次期計画への接続  

本計画が組織全体に浸透し、実効性のあるものとなるよう、職員への周知や共有の機

会を継続的に設けます。そして、計画期間の中間年度を目安に、これまでの取り組み状

況や社会情勢の変化等を踏まえた点検・振り返りを行い、必要に応じて計画内容の見直

しを行います。 

また、計画期間の最終年度には全体を総括し、得られた成果や課題を整理したうえ

で、次期中期経営計画の策定につなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 計画全体の 

総括 

 計画内容の 

見直し 
成果や課題の 

整理 
 計画の実行 

取組状況の 

点検・振り返り 

次期計画 

の策定 

●中期経営計画の組織全体への浸透● 

継続的な職員への周知・共有 

中期経営計画 ３つの柱 

○法人の認知度向上 

○人材育成と職場環境づくり 

○経営基盤の強化 

計画ビジョン 

中期経営計画の位置付け 

確定した理念体系（Mission・Vision・Value） 

を起点とし、職員一人ひとりが同じ方向を見て行 

動できるよう、経営の柱と実践の方向性を明確に 

示すことを目的としています。 



 

 

巻末資料 

  職員アンケート調査の要約  

本計画の策定にあたり、全職員を対象に「和光市社協の現状課題と将来のあり方」に

関するアンケートを実施しました。現場の職員が日々感じているもどかしさや、未来へ

の期待を施策の根拠としています。 

 

■ 調査概要 

期間：令和７年６月２日～６月２７日迄 

対象：和光市社会福祉協議会 一般職員・技能職員 

結果：８１名回答 

内容：和光市社協における「現状の課題」、「将来あるべき姿」、「具体的な取 

り組み方法」についての自由記述調査 

 

■ アンケートから抽出された「３つの主要課題」と「第 3 章」への反映 

アンケート回答（全８１件）を分析した結果、以下の 3 点に意見が集中しており、こ

れらが第 3 章の「3 つの柱」を構築する根拠となりました。 

 

認知度・発信力 

具体的な意見 

（抜粋） 

「市役所の一部だと思われている」  

「HP が見づらくスマホ対応も不十分」  

「SNS をもっと活用すべき」 

第 3 章での解決策

（整合性） 

第 1 の柱：法人の認知度向上 

HP の全面リニューアル、SNS５媒体の戦略的運用、LINE 公式ア

カウント等の活用による「社協の見える化」を推進します。 

 

 

 

 

 



 

 

組織連携・窓口 

具体的な意見 

（抜粋） 

「他部署の仕事内容が分からない」  

「部署間の壁があり連携しづらい」  

「窓口での情報の繋ぎに課題がある」  

第 3 章での解決策

（整合性） 

第 1 の柱：法人の認知度向上 

共通インテークシートの導入や、部署間交換研修の実施により、

組織の「縦割り」を解消し、ワンストップ体制を築きます。 

人材育成・環境 

具体的な意見 

（抜粋） 

「若手が少なく年齢構成が偏っている」  

「キャリアパスが見えず将来が不安」  

「専門性を高める余裕と体制がない」 

第 3 章での解決策

（整合性） 

第 2 の柱：人材育成と職場環境づくり 

人事課（仮称）の設置、階層別研修の体系化、職員自らが望むキ

ャリアを選択できる柔軟な人事制度の構築により、職員の成長を

支えます。 

 

■ 職員が描く「将来あるべき姿」へのメッセージ（原文より抜粋） 

第 2 章のビジョンおよび第 3 章の「到達点」には、職員から寄せられた以下のような

願いが込められています。 

 

・「市なみの信頼性とコンビニ並みの身近さで地域福祉を推進する」  

・「働いている人がやりがいを持ち、笑顔の輪が繋がる社協」 

・「福祉のことなら誰もが頼りにする、専門職集団」  

・「何かあったら社協に相談しようと思える市民に寄り添った組織」  

 

 

 

 

 

 



 

 

社会福祉法人和光市社会福祉協議会  

中期経営計画策定・評価委員会設置要綱 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、社会福祉法人和光市社会福祉協議会（以下「社協」という。）の

使命・理念を明確化し、その実現を図ることを目指した中期経営計画（以下「計画」

という。）を策定し、進捗状況及び成果等を評価するため、中期経営計画策定・評価

委員会（以下「委員会」という。）の設置及び運営に関する事項を定めることを目的

とする。 

 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について協議・検討する。 

⑴ 社協の現状分析及び課題の整理 

⑵ 使命・理念の再確認または見直し 

⑶ 計画における重点施策及び目標の検討 

⑷ 計画に掲げる事項の取組みに対する進捗状況の確認及び評価 

⑸ その他、社協会長が必要と認める事項 

 

（組織） 

第３条 委員会のメンバーは、別表に掲げる社協職員をもって充てる。 

 

（リーダー及びサブリーダー） 

第４条 委員会にリーダー及びサブリーダーを置く。 

２ リーダー及びサブリーダーは、メンバーのうちから会長が指名する者をもって充て

る。 

３ リーダーは、会務を総理し、委員会の議長となる。 

４ サブリーダーは、リーダーを補佐し、リーダーに事故あるとき、または、リーダー

が欠けたときは、その職務を代理する。 

 

（委員会の招集） 

第５条 委員会は、リーダーが招集する。 

２ 委員会は、必要に応じて開催するものとする。 

３ 委員会は、その任務を行うため必要と認めるときは、関係者の出席及び 資料の提

供を求め、その意見または説明を聴くことができる。 

 

（任期） 

第６条 メンバーの任期は、２年以内とする。ただし、再任は、妨げない。 

 

（作業部会） 

第７条 委員会での協議・検討に必要な事項を調査及び検討させるため、作業部会を置

くことができる。 

２ 作業部会の設置及び調査・検討事項は、リーダーが委員会に諮って定める。 

３ 作業部会は、社協職員の中からリーダーが指名する部会員をもって構成する。 



 

 

４ 作業部会は、リーダーから付託された事項を調査及び検討し、その結果を委員会に

報告する。 

 

（アドバイザー） 

第８条 第３条に規定するメンバーのほか、委員会にアドバイザーを置くことができ

る。 

２ アドバイザーは、社会福祉、地域福祉、経営、行政等に関する専門的な知識・経験

を有する者とする。 

３ アドバイザーの任期は、メンバーの任期と同様とする。ただし、再任を妨げない。  

 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は社協事務局において処理する。 

 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が別

に定める。 

 

  附  則   この要綱は、令和７年８月１日から施行する。 

  

  



 

 

別  表 

中期経営計画策定・評価委員会メンバー 

氏  名 役 職 名 等 備  考 

峯 友彦 審議監兼高齢者施設課長 リーダー 

大野 久芳  審議監兼地域福祉課長 サブリーダー 

橋本 久 事務局長兼総務課長  

野川 希代子 次長兼こどもゆめづくり課長  

木宮 健吾 次長兼チャレンジド施設課長  

蛭間 正 相談支援課長  

小松 千秋 こどもゆめづくり課主幹  

髙野 知子 総務課長補佐  

石﨑 洋介 チャレンジド施設課長補佐  

牧野 圭 チャレンジド施設課長補佐  
 

アドバイザー 

渋谷 篤男 日本福祉大学 客員教授  

 

中期経営計画検討会議開催状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回 日 時 協 議 内 容 

第 1 回 

令和７年 

４月２１日 

・中期経営計画とは 

・計画の位置づけ 

・アドバイザーの招聘について 

第 2 回 ４月３０日 

・課題ワークシートの作成について 

・計画の位置づけ 

・アドバイザーへの依頼について 

第 3 回 5 月１９日 

・計画の概要について 

・課題ワークシートの収集について 

・理念体系の整備について 

第 4 回 ６月１６日 
・法人の理念や使命について 

・職員アンケートの収集について 

第 5 回 7 月２２日 

・現状分析・課題に関するアンケート結果検証 

・法人の理念や使命について 

・他市社協の計画策定を通じた組織強化 

 



 

 

中期経営計画策定・評価委員会開催状況 

回 日 時 協 議 内 容 

第 1 回 

 

令和 7 年 

８月１８日 

・アドバイザー就任依頼報告 

・法人の理念や使命について 

・施策体系表について 

・作業部会設置要綱とメンバー選定案 

・アドバイザーとの打合せ内容協議 

第 2 回 ８月２７日 
・中期経営計画策定プロセス（概要説明） 

・施策体系表案 

第 3 回 ９月２２日 

・アドバイザーとの打合せ報告 

・作業部会経過報告 

・理事会・評議員会での報告について 

第 4 回 １１月１４日 

・理念体系に対する意見について 

・作業部会経過報告 

・理事会・評議員会での報告内容について 

第 5 回 １１月１７日 

・理念体系に関して 

・作業部会経過報告 

・財務分析計算シートについて 

第６回 １２月１５日 

・理念体系に関する意見 

・作業部会経過報告 

・計画書の構成案 

第７回 

令和８年 

１月１９日 

・計画書に関する意見 

・第 1 章～第 4 章、巻末資料 

・文章構成、デザイン等 

第８回 ２月１６日 

・計画書に関する意見 

・アドバイザーとの打合せについて 

・今後の予定 

第 9 回 ３月１６日 
・計画書の最終確認 

・次年度へ向けて 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

社会福祉法人和光市社会福祉協議会 

中期経営計画作業部会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、社会福祉法人和光市社会福祉協議会（以下「社協」という。）の

使命・経営理念を明確化し、その実現を図ることを目的とした中期経営計画（以下

「計画」という。）に掲げる取組みを円滑に推進するため、中期経営計画策定・評価

委員会（以下「委員会」という）から付託された事項を調査及び検討するために組織

する作業部会（以下「作業部会」という）を設置し、その運営に関する事項を定める。 

 

（所掌事項） 

第２条 作業部会は、委員会の下部組織として設置され、委員会の指示に基づき、計画

の策定及び評価に関する事項について、必要な作業及び実務的な検討を行い、委員会

に報告する。 

 

（組織） 

第３条 作業部会のメンバーは、別表に掲げる社協職員をもって構成する。 

１ 作業部会は、係長及び主査級職員を中心に構成する。 

２ 作業部会に、リーダー１名及びサブリーダー１名を置く。 

３ リーダー及びサブリーダーは、メンバーの互選により選出する。 

４ リーダーは、作業部会の議長となり、運営および委員会との連絡調整を担う。 

５ 必要に応じて、他の職員の参加を認めることができる。 

 

（開催） 

第４条 作業部会は、リーダーが必要と認めたとき、または委員会の指示により随時開

催する。開催にあたっては、事前に議題および資料をメンバーに共有するものとする。 

 

（報告） 

第５条 作業部会での協議内容や作業状況は、リーダーを通じて適宜委員会に報告する

ものとする。 

 

（任期） 

第６条 作業部会の任期は、委員会の任期と同様とする。ただし、再任は、妨げない。 

 

（庶務） 

第７条 作業部会の庶務は、社協事務局において処理する。 

 

（その他） 

第８条 この要綱に定めのない事項については、委員会の判断により定める。 

 

 

附  則 

この要綱は、令和７年９月１日から施行する。 

 



 

 

別  表 

中期経営計画作業部会メンバー 

氏  名 役 職 名 等 備  考 

菅沼 貴子 総務課 リーダー 

川村 玄 地域福祉課 サブリーダー 

三村 秀幸  総務課  

小川 澄子 相談支援課  

竹花 浩輔 チャレンジド施設課  

仙波 愛優佳 こどもゆめづくり課  

木宮 峰香 こどもゆめづくり課（児童館）  

木村 睦 こどもゆめづくり課（学童クラブ）  

前野 亮子 こどもゆめづくり課（わこうっこクラブ）  

髙辻 智大 高齢者施設課  

 

中期経営計画作業部会開催状況 

回 日 時 協 議 内 容 

第 1 回 
令和７年 

９月  ４日 
・中期経営計画とは 

・計画の位置づけ 

第 2 回 ９月２２日 ・中期経営計画の柱について 

第 3 回 １０月  ８日 
・理念体系についての報告 

・施策体系表について 

第 4 回 １１月２０日 

・策定・評価委員会からの意見 

・理念体系についての説明 

・施策体系表について 

第５回 １２月  ４日 ・施策体系表への意見・整理 

第６回 １２月１０日 ・施策体系表の整理 

第 7 回 
令和８年 

１月 ８日 ・施策体系表への意見 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住所：〒３５１－０１０４ 

埼玉県和光市南１－２３－１ 総合福祉会館内 

電話：０４８－４５２－７１１１ 

FAX：０４８－４６５－８３０８ 

e-mail：info@wako-shakyo.or.jp 

和光市社会福祉協議会 中期経営計画 

発 行 ２０２６（令和８）年３月 
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